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1．はじめに 

本報(その 2)では，1 自由度系における制震ダンパー必

要量を用いて，多層骨組各層の制震ダンパー量を算定す

る．さらに，時刻歴応答解析による応答変位および定常

応答解析による保有減衰性能を確認することにより提案

する補強設計法の有効性を確認する． 

2．補強設計スタディー 

2.1 必要減衰性能および必要付加減衰量の算定 

 安全限界時の必要減衰性能は，検討用地震動 6 波に対

し安全限界周期(1.02sec)の 1 質点弾性応答解析を行い，応

答変位が安全限界変位(9.7cm)となるときの減衰定数の大

きさとして評価した．必要減衰性能の評価結果を一覧に

して Table1 に示す．必要減衰性能は，入力地震動の違い

によりばらつきが大きいが，その最大値は 27%(告示波(神

戸位相))であった．本検討では，この最大値を必要減衰性

能の値として採用し，27%から構造減衰 5%を差し引いた

22%を制震ダンパーによる必要付加減衰量(hd )と設定し

た． 

2.2 ダンパー必要量と必要ベースシア係数の算定 

 完全弾塑性型の履歴特性を有する履歴系制震ダンパー

の付加減衰量(hd )は，制震ダンパー負担せん断力(Qd )と主

架構負担せん断力(Qf )の比(Qd /Qf )から式(1)により算定で

きる 4)．この(Qd /Qf )が 1 自由度系における制震ダンパー

必要量となる．(Qd /Qf )は，式(1)を変形した式(2)より算定

し，補強建物の必要ベースシア係数(RCB )は，式(3)により

算定する．算定の結果，(Qd /Qf )が 0.49 となり，RCBは 0.38

であった(無補強建物の安全限界時ベースシア係数 CB は

0.25)．ここで，制震ダンパー塑性率(µd )は，一般的な履歴

系ダンパーを想定し 8 とした． 

2.3 多層骨組各層の制震ダンパー量の算定 

 制震補強建物の応答層間変形角が各層で一様になるよ

うに配慮して，多層骨組各層の制震ダンパー量(Qdi )を算

定する．制震補強建物に対する静的増分解析において，

補強建物の必要ベースシア係数(RCB)に到達するステップ

で各層同時に設計クライテリアである層間変形角

1/150rad に到達するように各層の制震ダンパーを設定す

れば，地震応答解析時に各層の応答層間変形角はほぼ一

様になる 5)．この考え方に基づいて，式(4)により補強建

物の各層の層せん断力を求め，層間変形角 1/150rad 到達

時の主架構(無補強建物)の層せん断力を差し引くことに

より，各層の必要制震ダンパー量を算定する(式(5))．算

定結果を Table2 に，制震補強建物の必要ベースシア係数

時の層せん断力と，主架構および制震ダンパーの負担層せ

ん断力をFig.1 に示す． 
 

1：日大理工・教員・海建 2：大成建設 3：日大理工・学部・海建 4：日大名誉教授 

 

層

制震補強建物
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Qfi+Qdi
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主架構

負担せん断力

Qfi

[kN］

制震ダンパー

負担せん断力

Qdi

[kN］

9 3929 2841 1088

8 5793 3984 1809

7 7441 5012 2429

6 8925 6006 2919

5 10272 7040 3232

4 11477 8252 3225

3 12539 9443 3097

2 13565 10663 2902

1 14409 12153 2256

Table2 Result of calculation on  
damper quantity 

降伏耐力

[kN]

降伏変位

[cm]

初期剛性

[kN/cm]

リリーフ

荷重

[kN]

1次減衰係数

[kN・sec/cm]

初期剛性

[kN/cm]

2次減衰係数

[kN・sec/cm]

リリーフ

速度

[cm/sec]

9 117 0.24 492 117 39.05 492 0.47 3.0

8 195 0.24 820 195 65.09 820 0.78 3.0

7 266 0.24 1116 266 88.57 1116 1.06 3.0

6 312 0.24 1313 312 104.14 1313 1.25 3.0

5 352 0.25 1403 352 117.23 1403 1.41 3.0

4 345 0.25 1389 345 115.13 1389 1.38 3.0

3 335 0.25 1326 335 111.83 1326 1.34 3.0

2 311 0.25 1221 311 103.74 1221 1.24 3.0

1 243 0.25 953 243 80.91 953 0.97 3.0
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Table3 Parameter of damper 

Fig.1 Story-shear force 
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 hd   ：必要付加減衰量 
 μd   ：制震ﾀﾞﾝﾊﾟｰ塑性率(=8) 
Qd/Qf：1自由度系における制震ﾀﾞﾝﾊﾟｰ必要量 

 RCB  ：補強建物の必要ﾍﾞｰｽｼｱ係数 
 CB   ：無補強建物の安全限界時ﾍﾞｰｽｼｱ係数 
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Qfi：1/150rad到達時の主架構の負担層せん断力 

Qdi：制震ﾀﾞﾝﾊﾟｰの負担層せん断力 

Wi：i層より上部の総重量 

Ai：地震層せん断力係数の分布係数 

(4) iBRidifi ACWQQ ××=+

 

(5) ( )
fidifidi QQQQ −+=  

EL CENTRO TAFT HACHINOHE 八戸位相 神戸位相 ランダム位相

減衰定数 17 12 14 25 27 15 18

観測波 告示波
平均

Table1 Demand damping performance [%] 
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2.4 各層に取り付る制震部材の性能の決定 

 各層の制震部材の設置本数(10本)と取付角度を考慮し，

各層の制震ダンパーの性能を決定する．実施設計では，

各層に配置するダンパー本数も調整するが，ここでは全

スパンに配置することとしダンパー性能を決定した．な

お，粘性系ダンバーを採用する場合には，この段階でリ

リーフ荷重が履歴系ダンパーの降伏荷重と同じになるよ

うなオイルダンパーを採用することで粘性系ダンパーの

性能が決定できる．決定した制震ダンパーの諸元(履歴系

ダンパー採用時および粘性系ダンパー採用時)をTable3に

示す． 

2.5 制震補強建物の静的増分解析 

 Fig.2 には，履歴系ダンパーを採用時の制震補強建物の

静的増分解析結果(各層の層せん断力－層間変位関係)を

示す．各層の層間変形角が概ね 1/150rad で一様になって

いることが確認できる．  

2.6 地震応答解析による応答値の確認 

前報(その 1)の 3.2 節に示した検討用地震波 6 波を用い

て，9 階建て平面フレームモデルの時刻歴地震応答解析を

行い，各建物の応答値を確認する．Fig.3 に無補強建物，

履歴系ダンパー補強建物および粘性系ダンパー補強建物

の地震応答解析結果(最大層間変形角)を示す．無補強建物

では，多くの層で安全限界の層間変形角 1/150rad より大

きな応答が生じているのに対し，制震補強建物では各層

とも設計クライテリアを満足し，かつ概ね各層の層間変

形角が一様になっていることが確認できる．すなわち，

本制震補強設計法を用いれば試行錯誤を繰り返すことな

く，各層の制震ダンパー量が算定可能であることが確認

できたといえる． 

3．定常応答解析による保有減衰性能の確認 

 設定した必要付加減衰量が確保されていることを確認

するために，無補強建物および制震補強設計建物(履歴系

ダンパー補強建物，粘性系ダンパー補強建物)の保有減衰

性能を評価する．保有減衰性能は，平面フレームモデル

に対して定常応答解析を行い，応答解析結果を 1 自由度

系に縮約して安全限界変位レベルでの定常ループを抽出

し，1 ループの履歴面積より等価粘性減衰定数換算値を算

定して評価する 1)．Fig.4 に 1 自由度系に縮約した定常応

答解析結果を，Table4 に各々の履歴面積から算定した等

価粘性減衰定数換算値(保有減衰性能)を一覧にして示す．

算定の結果，制震補強建物の付加減衰性能は，履歴系ダ

ンパー補強時 22%，粘性系ダンパー補強時 27%となって

おり，2.1 節で算定した必要付加減衰量(hd ) 22%が確保さ

れていることが確認できる．なお，本研究での定常応答

解析は，等価剛性比例型 1)
 (h=5%)を用いて解析を実施し

ている． 

 すなわちこの結果は，等価線化法に基づき無補強建物

の縮約１自由度系で必要付加減衰量を算定し，その減衰

量を満足するように多層骨組の各層に制震ダンパーを配

置した制震補強建物が，設定した必要付加減衰量を確保

していることを示しており，提案する補強設計法の有効

性を裏付ける結果であるといえる． 

4．まとめ 

 制震補強建物(履歴系ダンパー補強建物および粘性系

ダンパー補強建物)の補強設計法を提案し，補強設計スタ

ディーを通して，その有効性を確認した． 
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無補強建物 12 5 7

履歴系ダンパー補強建物 34 5 7 22

粘性系ダンパー補強建物 39 5 7 27
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Fig.3 Result of response analysis 
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Fig.4 Result of steady-state response analysis 
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